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聴覚障害特別支援学校（聾学校）で取り扱われる
特徴的な自立活動の内容に関する調査

―― 手話使用の広がりを背景とした発音発語 ･指導に関する2002年調査結果 ――
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波多野雄一 *・谷本　忠明 **

　特別支援教育の新たな時代を迎え，聴覚障害特別支援学校における教育内容もそれに対応した充実が図ら
れようとしている。特に，自立活動の指導においては，ここ10年余りの手話 ･指文字の使用の広がりにより，
改めて，これまでの内容に加えて，新たな時代に対応した内容を検討する必要性が生じている。本稿では，
2002年に全国の聾学校（当時）の幼稚部から高等部までを対象として実施した，自立活動における発音 ･発
語指導の扱いの状況に関する調査結果の概要を示した。当時は，手話の使用が幼稚部段階から急速に広まり
始めたことが背景としてあり，特に，手話を使用する学校や，中学部以降においては，発音 ･発語指導につ
いてもそうした状況を窺わせる結果が示されていた。また，発音 ･発語指導の重要性が認識されていたもの
の，それを指導できる教員が必要であることについて回答者からの指摘が見られていた。調査を通して，現
在にも通じる状況が当時から窺えていたことが示され，今後の同様の調査における基礎的資料としての意味
合いがあるものと考えられた。
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Ⅰ．目的

　特別支援教育が平成19（2007）年に開始され，平成
21（2009）年には特別支援学校学習指導要領も改訂さ
れた。平成23（2011）年には小学部，平成24（2012）
年には中学部において全面実施となり，平成25（2013）
年からは高等部における新教育課程の実施も予定され
ている。
　今回の特別支援学校学習指導要領の改訂の中でも，
特に「自立活動」の内容については，新たな時代に対
応した改訂がなされ，平成21（2009）年６月には，「特
別支援学校学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小
学部・中学部・高等部）」（文部科学省，2009）が出さ
れている。今回の改訂の特徴の一つは，旧課程におけ
る自立活動で示されていた区分や項目の見直しが行わ
れた点と，特に，自立活動の扱いとして，個々の幼児
児童生徒が示す学習上，生活上の困難を踏まえ，実態
把握を基にして，「必要とされる項目を選定し，それ
らを相互に関連付けて具体的な指導内容を設定する」
（p.34）ことがより明確にされた点であろう。

　例えば，従来より聴覚障害教育における専門的な指
導領域の一つであった発音・発語指導における扱いに
ついても，個々の幼児児童生徒の実態に基づいて行わ
れる趣旨での記述がなされている。発音・発語指導に
最も関連する区分である「６　コミュニケーション」
の「（2）言語の受容と表出に関すること」の「②具体
的指導内容例と留意点」（p.70-71）における聴覚障害
に関する例示では，「また，意思の表出の手段の一つ
として音声があるが，幼児児童生徒の障害の状態に
よって，その明瞭度は異なっている。したがって，こ
うしたことに配慮しつつ，音声だけでなく身振りを状
況に応じて活用し，さらに，手話・指文字や文字等を
活用して，幼児児童生徒が主体的に自分の意思を表出
できるような機会を設けることが大切である。」（p.71）
と述べられている。
　発音・発語指導の扱いについては，例えば，平成元
年学習指導要領に関する解説（文部省，1992）では，
言語メディアの活用は話し言葉をベースとした位置づ
けがなされており，手話や指文字については音声言語
との対応関係に注意し，口話を補完する役割として位
置づけられていた。
　その位置づけに変化をもたらした１つのきっかけ
は，聴覚障害児のコミュニケーション手段に関する調
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状況を把握しておくことが重要になると考えられる。
　筆者らは，これまで平成14（2002）年と平成20（2008）
年の２回にわたり，聴覚障害特別支援学校（聾学校）
における自立活動で扱われているその当時での特徴的
な内容に関する調査を実施している。平成14年では，
手話の使用の広がりを背景としながら，自立活動にお
いて扱われる発音・発語指導を巡る状況について調査
を行った。平成20年では，発音 ･発語指導も含めて，
自立活動における指導内容について調査するととも
に，手話等の広がりを背景に新たに広く扱われるよう
になってきた障害認識の指導に関する内容についての
調査を行った。平成20年時点での自立活動における発
音 ･発語指導の占める割合の動向（幼稚部～高等部）
は，今回の結果とつながる部分も示唆されている。
　両者の調査は時代背景が異なることから，調査内容，
項目はすべてが同じではないが，そこに共通する項目
も含まれており，今後さらに同様の調査を実施してい
くに当たっての参考資料として位置づけられるものと
考えられる。本稿では，聾学校（当時）における手話
の広がりが見られ始めた時期における自立活動におけ
る特徴的な領域といえる発音 ･発語指導の状況につい
て報告し，後に実施した自立活動に関する調査結果と
の比較を行う際の基礎的な資料とすることとした。

Ⅱ．方法

１．調査対象
　平成14年度における全国106校の聾学校（分校を含
む）の幼稚部97校，小学部98校，中学部92校，高等部
72校の，のべ359校を対象とした。

２．調査項目
　調査項目は各学部とも以下に示す内容で構成した。
（1）学校で使われているコミュニケーション手段につ

いて（４問）
・学校（学部）として採用している手段
・手段の変更　等

（2）現在行われている発音・発語指導の実施状況につ
いて（７問）
・発音・発語指導の時間の有無
・自立活動に占める割合
・発音・発語指導の担当者　等

（3）発音・発語指導の研修形態（３問）
・学校（学部）としての研修の有無　等

（4）発音・発語指導の今後についての考え（自由記述）

査研究協力者会議（1993）の報告において，聴覚障害
教育における多様なコミュニケーション手段の使用に
ついて検討され，聴覚障害児の諸条件や，保護者や家
庭といった環境条件を十分に考慮し，適切な手段を選
択していくことが示されたことが挙げられる。特に，
この報告では，手話，指文字が主に中学部以降の生徒
に対する選択手段として示されていたが，学校現場で
は，その後，個々の子どもに応じたコミュニケーショ
ン手段を用いていくという考えが広まり，事実上，日
本語獲得の初期の段階（幼稚部）からの手話・指文字
の導入につながっていった。この間の動向については
我妻（2008a,b）に示されているが，平成19（2007）
年までの約10年間で，幼稚部において手話を使用する
教師が半数以上いる学校は22.5% から86.3% と大きく
増えている。
　この早期からの手話 ･指文字の導入の動きは，後の
聴覚障害教育における教育活動の内容の変化にもつな
がっていると考えられる。具体的には，手話・指文字
の使用を背景に，その後の「障害認識」に関する指導
につながっていったと考えられ，さらには，聴覚障害
教育における言語の獲得（特に日本語の読み書きの獲
得）を巡る後の議論にもつながっていったと考えられ
る（脇中，2009）。特に後者については，書記言語獲
得における「音韻意識」の形成の問題にも関連し（長
南，2005），改めて発音・発語指導の意味や位置づけ
について検討することの必要性につながっていったと
いえよう。
　これとは別に，発音 ･発語指導に関しては，聴覚障
害教育における「専門性の確保」の流れで取り上げら
れることも少なくない。実際，手話の使用が広がり始
めた平成13（2001）年に国立特殊教育総合研究所（当
時）が行った調査でも，学級を単位とした自立活動の
指導では，発音指導（51%）が言語指導（79%）に次
いで多く扱われ，個別指導では最も多く（88％）の学
校で扱われていた（小林・澤田，2004）。しかし，当
時すでに担当教員の世代交代を背景として，指導技術
の継承の困難さが生じていることは指摘されていた
（柳生，1991）。
　こうした，旧聾学校から特別支援学校（聴覚障害）
への移行に伴う，教育内容，教育環境を巡る状況の変
化の中で，自立活動において扱われる特徴的な内容も，
一人ひとりの障害の状態に応じるとは言え，変化して
きていると言えよう。そうした中で，発音・発語指導
の意味合いも少しずつ変化しており，その扱いについ
ての変化をたどるためにも，それぞれの時代における



Table 1　コミュニケーション手段による分類後の有効回収数（％）

	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

Table 2　学部別コミュニケーション手段使用状況（複数回答）（％）
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　なお，以下の調査結果を示すにあたり，必要に応じ
て上記の分類に従って結果を示した。

２．各学部におけるコミュニケーション手段
（1）学部で採用しているコミュニケーション手段
　学校（または部として）採用しているコミュニケー
ション手段の使用状況を尋ね，コミュニケーション手
段の種類ごとにまとめた結果をTable 2に示す。いず
れの学部においても音声言語と手話・指文字とはほぼ
同程度に使用されていることが示されたが，発音・発
語を手段として用いている学校の割合は，中学部・高
等部では小学部までよりも幾分，少なくなっていた。
手話については，我妻（1998）の調査結果において，
幼稚部の使用割合が37.3％であった時点からさらに使
用が進んでいることが示された。

（2）コミュニケーション手段の変更
①幼稚部
　過去５年間でコミュニケーション手段の変更が行わ
れたかを尋ねたところ72校中37校（51.4％）で変更さ
れていた（Table 3-1）。手話群に変化した学校につい
ては，口話群から手話群に変化した学校が16校と最も
多くなっていた。また，口話群から中間群に変化した
学校も14校中９校（64.2％）であった。なお，変更前
と後が同じ群については，群内での手段の変更があっ
たことを示す。

３．調査方法
　郵送法により，各聾学校長宛に調査用紙を送付し，
各学部の発音・発語指導の状況に詳しい教師に回答を
依頼した。

４．調査期間
　平成14（2002）年10月１日～ 12月11日

Ⅲ．結果と考察

１．回収率
　調査を依頼したのべ359学部（以下，校と表記する）
のうち273校（76.0%）から回答が得られた。このうち
回答用紙に記載のなかった幼稚部２校，小学部２校，
中学部３校，高等部４校を除いたものを有効回答とし
た。有効回収率は73.0％（262/359校）であった。そ
の内訳を，各学部で用いられているコミュニケーショ
ン手段に関する回答に基づきTable 1に示す。
　なお，表中の「手段分類」に関して，「手話群」は，
手話のみ，または手話と指文字が選択されていた学校
（学部），「中間群」は，手話とキュー，または手話と
キューに加えて指文字が選択されていた学校（学部），
「口話群」は，上記の項目がいずれも選択されていな
いか，キュー，指文字のいずれか，または両方が選択
されていた学校（学部）とした。



Table 3-1　コミュニケーション手段の変更のパターン
（幼稚部）（n=37）

Table 3-2　コミュニケーション手段の変更のパターン
（小学部）（n=30）

Table 3-3　コミュニケーション手段の変更のパターン
（中学部）（n=15）

Table 3-4　コミュニケーション手段の変更のパターン
（高等部）（n=10）
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発語指導は，コミュニケーション手段によらず，すべ
ての学校において行われていた。実施の時間は，「自
立活動の時間＋その他」（59.7％）が中心であった。
　小学部については，76校より82の回答が得られた。
これは，児童の実態に応じて複数の形態があることを
回答したものと思われる。結果をTable 4-2に示す。
小学部でも，幼稚部と同様に多くの学校で発音・発語
指導が行われていた。
　中学部については69校から71の回答が得られた
（Table 4-3）。最も多かったのは「行われていない」
（39.4％）という回答であった。発音・発語指導が行
われていないのは手話を使っている学校（手話群 +
中間群）で，小学部までとは異なる状況であった。高
等部については，45校から47の回答が得られた（Table 
4-4）。高等部においても約半数の学校（55.3％）で発
音・発語指導が行われていないことが示された。指導
が行われている場合でも「自立活動のみ」（25.5％）
が中心であった。
　中学部以降では，発音・発語指導の実施は少なく
なっており，これは手話を中心としたコミュニケー
ション手段の使用との関連性が示唆された。

②小学部
　小学部における過去５年間の変化についても76校中
30校（39.5％）で変更が見られ，その多くは，口話群
から手話群，または中間群への変化であった（Table 
3-2）。
③中学部および高等部
　中学部における変化についてTable 3-3に，高等部
についてはTable 3-4に示した。中学部では，72校中
15校（20.8％）において，高等部では45校中10校（22.2％）
において変更が行われていた。多くは，手話群や中間
群への変化であったが，その割合は，小学部までより
も低くなっていた。これは，以前から用いられている
手段として手話等が多かったことを反映しているもの
と思われる。

３．発音・発語指導の状況
（1）発音・発語指導実施の有無と実施時間
　発音・発語指導が行われているか，行われている場
合にはどの時間で行われているかについて尋ねた結果
をTable 4-1から4-4に示した。なお，表中の「自立」
は「自立活動の時間」を指している。
　幼稚部については，72校より回答が得られた。発音・



Table 4-1　発音・発語指導の実施（幼稚部）（n=72）

Table 4-2　発音・発語指導の実施（小学部）（複数回答：n=82）

Table 4-3　発音・発語指導の実施（中学部）（複数回答：n=71）

Table 4-4　発音・発語指導の実施（高等部）（複数回答：n=47）
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指導時間が減ったとする学校が多くなっていたことが
特徴的であった。高等部のみ，手話群での指導時間が
増加しているという回答が見られた（Table 5-4）。全
般的に見ると，手話の広がりとともに，発音・発語指
導に対する相対的な指導の割合が低下していることが
窺えた。

（2）発音・発語指導時間の割合の変化
　自立活動の時間に発音・発語指導が占める割合が過
去と比べて変化したかどうかについて尋ねた結果，「不
明」を除くと，中学部までは，変化があった場合と変
化がなかった場合とは半数程度で分かれていた
（Table 5-1 ～ 5-3）。特に，手話群，中間群において



Table 5-1　自立活動の時間に占める割合の変化（幼稚部）（n=48）

Table 5-2　自立活動の時間に占める割合の変化（小学部）（n=69）

Table 5-3　自立活動全体に占める割合の変化（中学部）（n=37）

Table 5-4　自立活動に占める割合の変化（高等部）（n=18）
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あった。コミュニケーション手段による群の違いは見
られなかった。
　小学部は，76校中70校より回答が得られ，担当者の
パターンとしては，「自立活動担当（兼任）+学級担任」
という学校が21校（30.0％），続いて「学級担任のみ」（14
校，20.0％）という回答が多かった。群別に見ると，
手話群では「学級担任のみ」（８校；30.8％），「自立（兼）
+学級担任」（７校；26.9％）の順に多く，中間群で
は「自立（兼）+学級担任」（10校；41.7％）が多く，

（3）発音・発語指導の担当者
　発音・発語指導を誰が担当しているのかについて尋
ねた。幼稚部では72校より回答が得られた。自立活動
専任の教師のみが発音・発語指導を担当している学校
は２校（2.8％）だけで，34校（47.2％）の学校では複
数の教師が指導に関わっていた。また，72校中66校
（91.6％）の学校では学級担任の教師が指導に関わっ
ていた（担任以外の教師も加わった形での指導）。「学
級担任のみ」が担当している学校は32校（44.4％）で



Table 6　発音・発語指導に関する研修形態（幼稚部）（n=75）
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口話群では，「学級担任+その他」（６校；30.0％），「自
立（兼）+その他」（４校；20.0％）となっていた。
　中学部については，41校から回答が得られた。「学
級担任のみ」（10校；24.4％），「自立（兼任）+学級
担任」（７校；17.1％）という順に多かった。群別に
見ると，手話群では「自立活動（専任）のみ」（４校；
17.4％）が最も多く，中間群では「学級担任のみ」（４
校；33.3％）が多く，口話群でも「学級担任のみ」（３
校；50.0％）が最も多かった。
　高等部は，45校中19校より回答が得られ，「自立活
動担当の教師」のみが指導を担当する学校は５校
（26.3％）で最も多かった。群別の違いは回答数が少
ないため明確ではなかった。
　発音・発語指導の担当は，中学部までは学級担任が
担当していることが多く，高等部では自立活動担当の
教師が指導していることが窺えた。

４．発音・発語指導の研修形態
　学校（学部）としての発音・発語指導に関する研修
の形態について尋ねた。
　幼稚部に関する結果をTable 6に示す。幼稚部は，
72校中66校より75の回答が得られ，学校（学部）とし
て発音・発語に関する研修を行っている学校は全体の
約半数の36校（48.0％）であった。個人として行って

いる場合もほぼ半数であった。群別に見ると，口話群
の学校では15校中12校（80.0％）において，学校（学部）
としての研修が行われていたが，手話群や中間群につ
いては，その割合は口話群よりも低くなっていた。特
に手話群では，個人としての研修が全体の半数を超え
ていた。
　この傾向は小学部でも同様であった。76校より79の
回答が得られ，その内訳を見ると，全体では，学校（学
部）として研修が行われている学校が41校（51.9%），
個人として行われている学校が34校（43.0%）であっ
た。群別にみると，中間群と口話群ではそれぞれ
67.9%（28校中）と52.2%（23校中）で学校（学部）と
して実施されていたが，手話群では35.7%（28校中）
であった。
　中学部でも上記と同様の傾向であったが，高等部に
ついては，手話群において，学校（学部）としての研
修を行っている学校と，個人として研修を行っている
学校とはいずれも38.5%（39校中）校であった。高等
部段階における発音・発語指導は，自立活動での指導
を卒業を控えて改めて行う必要性があることから扱わ
れている可能性も窺えた。しかし，中学部までは，手
話群の学校においては，個人としての研修を行う学校
が多いことが示された。

５．今後の発音・発語指導の位置づけについて
　自由記述により，各学部における発音 ･発語指導の
位置づけが今後どうあるべきと考えるかについて回答
を求めた。得られた記述について，その内容ごとに分
類，集計を行った。幼稚部では，72校中62校より回答
が得られ，内容を分類したところ，のべ110の回答に
なった。小学部では76校中71校より141の回答が得ら
れた。中学部では69校中62校より120の回答が得られ，
高等部では72校中38校から70の回答が得られた。
　幼稚部の結果についてのみTable 7に示す。
　全体および各群において多かった回答は，「発音・

発語指導は大切である」という意見で，全体では62校
中20校（32.3％）と最も多く，次いで「個別に対応する」
（19校；30.6％）が多く見られた。ただ，これについ
ては口話群では，他の群に比べて記述されている割合
は低かった。口話をコミュニケーション手段としてい
る場合には，全体として統一的に用いられていること
を反映しているのかもしれない。
　上記以外では，日本語習得のための手だてとして捉
える意見が多く見られていた。また，手話群，中間群
では，指導できる教師の必要性を挙げる記述が見られ
ていた。



Table ７　今後の発音・発語指導に関する考え（幼稚部）（n=110）
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　小学部の結果もほぼ同様で，最も多く見られたのは
「個別に対応する」（21校；29.6％）であった。また，
発音・発語指導の意義やねらいに関する意見で最も多
かったのは「日本語習得のため」（21校；29.6％）で，
また，「将来の音声言語の使用を想定して」（14校；
19.7％）」という回答も多く見られた。
　発音・発語指導に対する意見としては，「音声言語，
手話ともに大切である」（16校；22.5％）」と「発音・
発語指導は大切である」（15校；21.1％）」という回答
が多かった。これらは，群による違いはあまり見られ
なかった。ただ，手話群，中間群では，数は多くない
が，「手話の位置づけが主となり，発音・発語指導が
薄れていきそうである」という意見や「指導できる教
師がいない」という回答が見られていた。
　中学部でも最も多く見られたのは「個別に対応する」
（19校；30.6％）であった。その他に多く見られた意
見が，「多様なコミュニケーション手段の一つとして
学ぶ」（16校；25.8％）や，「他の内容が大切」（８校；
12.9％）であった。また，少数ではあるが，手話群に
おいて，発音・発語指導が減少していくという意見や，
指導できる教師の必要性を挙げる意見が見られてい
た。
　高等部は回答数が少なかったため，必ずしも明確な
傾向が見られないところもあるが，最も多かった回答

が「個別に対応する」（16校；42.1％）であった点は
他の学部と同様であった。ただ，高等部に特徴的であっ
たのは，ねらいとして「明瞭度の維持，継続」や「将
来の音声言語の使用を想定して」，「障害認識のための
指導」を挙げる回答がそれぞれ６校（15.8％）ずつ見
られていた点である。これは，高等部が社会に出る直
前の段階であることを背景としていると考えられる。
また，「指導できる教師がいない」といった指導する
教師の不足についての回答は他の学部と同様に見られ
ていた。

Ⅳ．まとめ

　本調査からも，聾学校（当時）において，口話のみ
の手段から手話を用いた手段へとコミュニケーション
手段が変更されていることが示されたが，こうした状
況を背景として，自立活動の時間における発音・発語
指導は，幼稚部，小学部に比べて，中学部，高等部で
扱われることが少ない傾向にあることも示された。ま
た，発音・発語の指導に充てる時間が以前よりも減少
していると回答している学校は中学部までの手話群，
中間群に見られていることも示された。
　また，自立活動において発音・発語指導が扱われる
ことが多いことを反映し，担当する教師は中学部まで
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は，担任教師であることが多かった。しかし，研修に
ついては，学校（学部）でそうした機会を設けている
学校は，口話群の学校に多く，手話群では個人的な研
修が多くなっていた。また，発音・発語指導を行う意
義等についても，中学部や高等部での捉え方は，小学
部までとは幾分異なる面も窺えた。何よりも，手話の
使用のなかで，発音・発語指導が減少していく懸念や，
指導する教師の不足などについての意見は，手話群，
中間群に多く見られていた。
　自立活動の中における発音・発語指導の扱いについ
ては，新学習指導要領の実施などに伴う時代変化を背
景として，障害認識の指導等の他の領域との関連性の
中でその位置づけが変わってきているとも考えられ
る。これについては，改めて検討していきたい。
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